自己評価と外部評価の実施について

小規模多機能型居宅介護護事業者、認知症対応型共同生活介護事業者、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者及び看護小規模多機能型居宅介護事業者については、「指定地域密着型サービス事業の人員、設備及び運営に関する基準」において、自ら提供するサービスの自己評価及び外部評価が義務付けられています。

１　自己評価について

自己評価は、事業所が地域密着型サービスとして目標とされる実践がなされているかを具体的に確認するものです。自己評価の実施により、改善に向けた具体的な課題を事業所が見出し、改善への取り組みを行っていくための契機とします。

２　外部評価について

外部評価機関による一定項目に関する訪問調査・書面に基づく評価を行います。評価作業の一連の過程を事業者が主体的に取り組み、評価結果をもとに具体的な改善や情報公開等に活かし、各事業所が良質なサービスの水準を確保し、向上を図っていくことを目的としています。自己評価の結果と外部評価の結果を対比し、両者の異同について考察した上で総括的な評価を行うこととし、これによりサービスの質の評価の客観性を高め、サービスの質の向上を図ります。

【外部評価のねらい】

・ 利用者及び家族の安心と満足を図る。
・ 介護サービスを一定水準以上に維持する。
・ 改善点を明確にし、改善に向けた関係者の自発的努力と体制づくりを促す。
・ 継続的な評価を行うことを通じて、職員の教育的効果を狙う。

・ 事業所に対する社会的信頼性を高める

３　結果の公表について

自己評価及び外部評価の結果を公表することが義務付けられています。

評価機関は、独立行政法人福祉医療機構が運営する「福祉保健医療情報ネットワークシステム（ＷＡＭＮＥＴ）」を利用して、自己評価及び外部評価の結果（以下「評価結果」という。）を公表します。

事業者は、評価結果を、

① 利用申込者、その家族に対する説明の際に交付する重要事項を記した文書に添付の上、説明し
ます。

② 事業所内の見やすい場所に掲示したり、自ら設置するホームページ上に掲示するなどの方法に
より、広く開示します。

③ 利用者及び利用者の家族へ送付等により提供をします。

④ 指定を受けた市町村に最終評価結果を提出します。また、みなし等により他市町村の指定を受
けた場合も同様の取扱いとなります。

⑤ 評価結果については、自ら設置する運営推進会議において出席者に説明します。

４　自己評価及び外部評価の頻度

事業者は、事業所ごとに、原則として少なくとも年に１回は自己評価及び外部評価を受けるものとされています。（実施頻度は年度ごとに「１回」を目安としてください。）

また、新規に開設する事業所については、開設後、概ね６か月を経過した時点で自己評価を行い、開設後１年以内に外部評価を実施し、評価結果を市町村に提出します。
５　実施回数の緩和について

一定の要件を満たす事業所については、外部評価の実施回数を緩和（２年に１回）することができます。実施回数の緩和の適用を受けるための要件や手続きについては高齢社会課にお問い合わせください。なお、自己評価については、毎年実施する必要があります。


６　評価結果報告の流れ

（１）事業所は、外部評価結果が評価機関から届き次第、福祉保健部高齢社会課宛に

①自己評価・外部評価結果提出届（別紙参照）とともに、

②評価認定証

②自己評価及び外部評価結果
③目標達成計画

を提出します。 

提出届の様式は、下記のホームページからダウンロードできます。

　　　　http://www.city.tottori.lg.jp/www/genre/0000000000000/1327017082965/index.html
（２）高齢社会課は、提出届に受理印を押印して、事業者に返送します。

（３）高齢社会課、地域包括支援センターは、評価結果表等をファイリングし、市民等の求めに応じて
閲覧できるようにします。

７　法的根拠

（１）「 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」第72 条第2項及び第97 
条第7 項に規定する自己評価・外部評価の実施等について」の一部改正について（平成21 年３月
27 日付厚生労働省通知（老計発第0327001 号））

（２）「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」（抜粋）

第3条の21第2項（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護）

 　 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、自らその提供する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなければならない。
第72 条第2 項（指定小規模多機能型居宅介護）

指定小規模多機能型居宅介護事業者は、自らその提供する指定小規模多機能型居宅介護事業の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなければならない。

第97 条第7 項（認知症対応型共同生活介護）

指定認知症対応型共同生活介護事業者は、自らその提供する指定認知症対応型共同生活介護の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなければならない。

第176条第2項（看護小規模多機能型居宅介護）

指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、自らその提供する指定看護小規模多機能型居宅介護の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなければならない。

（３）「指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防
サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」（抜粋）

第65 条第2 項（介護予防小規模多機能型居宅介護）

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、自らその提供する指定介護予防小規模多機能型居宅介護の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなければならない。

第86 条第2 項（介護予防認知症対応型共同生活介護）

指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、自らその提供する指定介護予防認知症対応型共同生活介護の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなければならない。

８　福祉サービスの第三者評価事業や介護サービス情報の公表との関係 

社会福祉事業の経営者は、共通した評価基準の考え方などに基づく第三者評価（任意）を受けますが、小規模多機能型居宅介護事業者と認知症対応型共同生活介護事業者（介護予防事業所を含む）は、介護保険の外部評価の実施をもって第三者評価を受けたとみなされます。

　　また、介護サービス情報の公表は、利用者によるサービスの選択を支援するための事実情報の公表であり、サービスの質の改善を目指す外部評価とは目的が異なるものです。

（参考）「『指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準』第７２条第２項及び第９７条第７項等に規定する自己評価・外部評価の実施等について」＜抜粋＞


１ 略


２ 自己評価及び外部評価の実施回数


(１) 事業者は、都道府県が定める実施回数に従い自己評価及び外部評価を実施するものと


する。


(２) 都道府県は、事業所ごとの自己評価及び外部評価の実施回数を定めるにあたっては、


原則として、少なくとも年に１回は自己評価及び外部評価を実施させるものとすること。


(３) 都道府県は、過去に外部評価を５年間継続して実施している事業所であって、かつ、


次に掲げる要件を全て満たす場合には、(２)の規定にかかわらず、当該事業者の外部評


価の実施回数を２年に１回とすることができる。この場合、外部評価を実施しなかった


年については、「５年間継続して実施している事業所」の要件の適用に当たっては、実施


したものとみなすこととする。


なお、都道府県は、当該実施回数を適用することについて、あらかじめ、当該事業所


の指定及び監督を行っている市町村と協議し、同意を得るものとする。


ア　別紙４の「１ 自己評価及び外部評価結果」及び「２目標達成計画」を市町村に提出していること。


イ　運営推進会議が、過去１年間に６回以上開催されていること。


ウ　運営推進会議に、事業所の存する市町村の職員又は地域包括支援センターの職員が必ず出席していること。


エ　別紙４の「１ 自己評価及び外部評価結果」のうち、外部評価項目の２、３、４、６の実践状況（外部評価）が適切であること。











